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【別添１：第１部関係】中小企業支援機関の取組状況 

【別添２：第３部関係】個別経営課題毎の中小企業支援機関に期待される役割 

【別添３：第４部関係】中小企業支援機関の連携の現状 
（１）オールふくしま中小企業・小規模事業者経営支援連絡協議会（再掲） 
（２）とっとり企業支援ネットワーク（再掲） 

①商工会 
②商工会議所 
③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会 
④中小企業支援センター 
⑤よろず支援拠点 
⑥金融機関 
⑦士業等専門家（中小企業診断士、税理士、公認会計士、弁護士等） 
⑧認定経営革新等支援機関 
⑨中小企業基盤整備機構 
⑩中小企業再生支援協議会 
⑪事業引継ぎ支援センター 
⑫その他の専門機関 

イ）創業 
ロ）販路開拓 
ハ）人材確保 
ニ）IT活用 
ホ）知的財産 
ヘ）下請取引 
ト）事業承継 
チ）商店街振興 
リ）経営課題が不明確な場合 
ヌ）金融機関による経営支援の一層の強化・促進 



【別添１：第１部関係】中小企業支援機関の取組状況 
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①商工会：概要 

■商工会地区（上図の赤い部分）は、 
 国土の約3/4を占め、 
 全商工業者の約1/3が存在する。 
 
■商工会地域の課題 
 ・地域間格差拡大 
 ・地域コミュニティの弱体化 
 ・生活者不便の増大など 
 
■商工会は、商工会法 
 （昭和３５年５月２０日法律第８９号） 
 に基づき設立された特別認可法人 

◆商工会とは 
 ・地域で事業活動を行う商工業者の集まり 
 ・地域に密着した唯一の総合経済団体 
 
◆商工会の役割 
 ・地域の商工業者の総合的な振興発展 
   併せて社会一般の福祉の増進 
 ・中小・小規模企業の経営支援（相談・金融・税務・労務等） 
 ・地域の商工業者が活動しやすい事業環境の整備 
 ・セミナー・イベント等の実施 
 ・まちづくり等地域活性化の取組み 

会員 82.0万  ※平成28年4月1日現在 

市町村商工会 1,661 

都道府県商工会連合会 47 

全国商工会連合会 

他に青年部員 45,774人  女性部員 95,770人 

職員総数 10,392 人（1商工会平均6.3人） 
 うち経営指導員 4,104人 

職員総数  1,180人（1県連平均25.1人） 
 うち専門経営指導員等 402人 

職員総数    41人 3 



①商工会：小規模事業者支援の概要 

全国の商工会  
１，６６１箇所 経営指導員 ４，１０４名 

 

伴走型の経営支援 
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①巡回訪問による積極的な支援案件の掘り起こし 

②基礎的な経営改善及び生産性向上 
 ・記帳継続指導、記帳代行による計数管理 
 ・金融あっせんによる資金繰りの改善 
 ・所得税及び消費税に関する支援 
 ・労働保険の代行等の労務管理 

③高度支援 
 ・創業支援 
 ・経営革新、地域資源等法認定の支援 
 ・事業承継 
 ・販路開拓 
④事業計画策定・実施支援を中心とした経営発達支援 
 ・企業の経営分析 
 ・経営計画の策定・実施に必要な情報の収集及び提供 
 ・経営計画の策定支援、策定後の伴走型支援 
 ・新たな需要の開拓 

 商工会は、約4,000名の指導員が、地域に密着し、巡回訪問を基本とした経営支援を実施している。 
 創業、事業承継支援などの高度支援や事業計画策定・実施支援を中心とした経営発達支援事業にも取り組んでいる。 
 また、記帳継続指導等の基礎的な支援が高度支援や計画策定・実施支援のきっかけになることも多い 
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①商工会：小規模事業者支援の実績 

支援体制 

実績 

●商工会数   1,661商工会 
●経営指導員 4,104名 

●年間指導件数 巡回 1,632,961件 / 窓口 1,247,641件 
 （1指導員あたり 巡回 399件 / 窓口 305件） 
●記帳継続指導事業所数 168,379社 うち記帳機械化 70,022社 
●金融あっせん延べ件数 67,011件  
  うちマル経推薦件数 19,906件  ⇒ マル経貸付決定件数   19,732件  
●税務援助件数    281,399件  
（所得税 218,591件 / 消費税 62,808件） 
●労働保険事務代行 194,930社 従業員数 965,647名 
●創業指導件数      14,713件 ⇒  創業者数  3,927社   
●事業承継指導件数    4,791件 ⇒  事業承継企業数  1,442社 
●経営革新指導件数   18,317件 ⇒  経営革新承認企業数  1,404社 
●販路開拓支援事業者数  21,276社  

■平成27年度の支援実績（データ出典：平成28年度商工会・連合会実態調査） 
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● 平成５年に、「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律」 
 （小規模事業者支援法）を制定。経営改善普及事業をこの法律で定義 

● 平成２６年小規模企業振興基本法の制定にあわせて、商工会・商工会議所が管内の小規模事業者支援のた
めの「経営発達支援計画」を策定する制度を新設し、伴走型支援を強化 

● 現在の経営発達支援計画の策定済み商工会１，４９８、認定商工会５８５ 

①商工会：経営発達支援計画の推進 

小
規
模
事
業
者 

商工会の経営改善支援  

経済産業大臣 

伴走型支援の強化 

経営発達支援計画 

 １．経営発達支援計画の目標 
 ２．経営発達支援事業 
  ①経営状況の分析（強み・弱みを知る） 
  ②計画策定・実施支援（戦略を作り、実施する） 
  ③地域経済・需要動向調査（潜在的顧客を探す） 
  ④展示会等の開催（新たな販路を見つける） 
 ３．地域経済活性化に資する取組 
 ４．他の支援機関との支援ノウハウ等の情報交換 
 ５．経営指導員等の資質の向上等 
 ６．事業の成果、評価及び見直しの実施  

計画認定 

経営の改善支援 
○経営の基盤である記帳指
導・税務指導等の基本的
経営改善 
○創業・経営革新・事業承
継・販路開拓支援等の高
度支援 
 
 

経営の発達支援 

事業計画の策定・実施等 
経営戦略に 

踏み込んだ支援を実施 
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経営改善支援の中で最重
点で取り組むもの 

ＰＤＣＡ 



①商工会：人材育成 

○商工会統一的人事プログラム（能力開発・評価の統一プログラム） 

 
 
○県内統一採用の実施 
○全国統一採用試験問題の
作成 

 
 
○県別の資質向上・人材育成
プログラムの作成 
○職場外研修（ＯＦＦ－Ｊ
Ｔ） 
○職場内研修（ＯＪＴ） 
○自己啓発の支援 
○人事交流による研修 

 
 
○評価の実施 
 ・能力評価 
 ・勤務態度評価 
 ・貢献度評価 
○評価結果の活用 
 ・人材育成、人材活性化 
 ・処遇への反映 
 

採用 能力開発 評価 
人事権の県連一元化 

・全国統一経営指導員研修（中小企業庁実施） 
・スーパーバイザー（経営指導員のＯＪＴ要員）によるＯＪＴ 
・事例の共有（経営支援事例発表大会・先進事例普及研修会等） 
・全国統一研修（ＷＥＢ研修）の実施 

ＰＤＣＡ 

○経営支援の均質化をはかるための各種施策 

 商工会は、全国統一の人事プログラムに基づき、各県単位で人事の一元化による一貫した人材育成を実施 
 ＯＪＴと研修等のＯＦＦ－ＪＴによる能力開発と、人事評価によりＰＤＣＡを回している 
 また、均一化を図るため、統一研修や支援事例の共有化をはかっている 
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現場主義、双方向主義の徹底の下、幅広い意見をとりまとめて政策提言 
（主な政策提言項目） 
経済対策、中小企業対策、税制、社会保障制度改革、科学技術・知財、規制改
革、エネルギー、雇用問題、ＴＰＰ、観光、震災復興など 
 

日本商工会議所の創設は、1922(大正11)年 
 現在は商工会議所法(1953年)に基づき設置 

各地商工会議所 ５１5カ所 

日本商工会議所 

政策提言（意見・要望活動） 

政府・政党 

総会員 １２５万会員 

会員はあらゆる規模・業種の商工業者で構成。 
（75.4％が小規模事業者） 
 会員は、業種別の部会に属し、意見を表明。 
 役員・議員が、商工会議所の意思を決定。 
 若手経済人で構成される青年部（3.2万会員）、女性経営者で構成

される女性会（2.3万会員）を設置 

②商工会議所：概要とミッション 

日本商工会議所 
第19代会頭 三村 明夫 

◆商工会議所の特徴 
①地域性－地域を基盤としている                    ②総合性－会員はあらゆる業種・業態の商工業者から構成される 
③公共性－特別認可法人として極めて強い公共性をもっている ④国際性－世界各国にある経済団体 

商工会議所の創設は、1878(明治11)年 
（1885（明治18）年までに全国で32の商法会議所が誕生） 

 
 現在は商工会議所法(1953年)に基づき設置 
 職員数は9,381人（平均18.3人）（H28/3） 
 ・うち補助対象職員数は5,187人(平均10.1人) 
 ・うち経営指導員は3,415人(平均6.6人) 

東京商法会議所 
（1878年3月設立） 
初代会頭 渋沢 栄一 

大阪商法会議所 
（1878年8月設立） 
初代会頭 五代 友厚 

 商工会議所は、地域の商工業者を会員とする「地域総合経済団体」。 
 地域の商工業者の意見を集約し、経営支援、地域活性化、政策提言（意見・要望活動）等、様々な活動を行

い、「中小企業・小規模事業者の活力強化」と「地域経済の活性化」に取り組む。 

中小企業・小規模事業
者の活力強化 

地域経済 
の活性化 

＜第6条＞商工会議所は、その地区内
における商工業の総合的な改善発達
を図り、兼ねて社会一般の福祉の増進

に資することを目的とする。 
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１．相談窓口数：515カ所（平成29年4月現在・支部等の窓口除く） 
 

２．経営指導に従事する職員：5,187人（平成27年度末） 
      ※経営指導に従事する職員：経営指導員（3,415人）、補助員、記帳専任職員、専門経営指導員等 

 

３．相談・指導件数：1,669,005件（平成27年度実績） 

②商工会議所：経営改普及事業の実施状況（都道府県に報告） 

経営一般（経営改善支援、専門相談（法律・労働・知
財・海外等）、経営安定特別相談、記帳指導等） 

608,334 件 

金融（小規模事業者経営改善資金（マル経）、金融機
関融資のあっせん等） 

254,574 件 

税務 213,032 件 

労働（採用・研修・労務） 119,640 件 

経営革新（新事業・分野進出・販路開拓支援等） 82,865 件 

取引 33,689 件 

創業（創業希望者向けセミナー、フォーラム、創業セミ
ナー・塾、事業計画策定支援、販路開拓支援） 

27,477 件 

情報化 18,461 件 

環境対策 4,839 件 

その他 306,084 件 

年間指導実績 （全国の商工会議所の合計・平成26年度） 

総指導件数 1,669,005 件 

  巡回指導件数 830,998 件 

  窓口指導件数 838,007 件 

＜総指導件数の内訳（巡回、窓口の合計）＞ 

 商工会議所の経営支援は、小規模支援法に基づき、三位一体改革による都道府県への税源移譲後（平成18
年度以降）、都道府県の予算で実施。 

 都道府県の定める実施要綱等に沿って、商工会議所が事業計画を策定・実行、実施状況について、都道府
県知事に報告。 
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②商工会議所：主な事業活動 
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・まちづくり、中心市街地・商店街活性化 
・観光振興（産業観光、ご当地検定等） 
・地域の新産業創出、地場産業振興 
・地域の産業を活用したものづくり支援 
・お祭り・地域イベントの運営 
・地域ブランドの育成、活用 
・農商工連携の推進 
・地域資源、食文化等を活かしたイベント（Ｂ級グル
メ等） 

・婚活パーティ、ウェディングイベントの運営 
・子育て支援 （空き店舗での託児施設運営等） 
・教育支援（専門学校の運営等） 
・住民向けサービス 
 （会報誌全戸配布、会館の開放等） 
・医療・福祉分野の取り組み 
 （健康診断、高齢者の買い物支援等） 
・その他地域需要喚起のためのイベント開催等 

中小企業･小規模事業者の活力強化(個社支援) 

・経済政策全般、日本再生、成長戦略、震災復興、中小企業・小規模政策全般（予算、税制、金融等）、経済法規 
・地域活性化、まちづくり、観光、雇用、労働問題、エネルギー、環境、経済連携協定、TPP、社会インフラ整備 
・社会保障制度、教育、少子化対策 
・地方分権、規制改革、憲法、民法改正、オリンピック招致 

地域経済の活性化(面的支援) 

事業環境整備に向けた「政策提言・要望活動」 

 (１)個社支援（経営支援＋交流・マッチング促進事業等の組み合わせ）、 (２) 地域活性化（面的支援）、(３)事業環
境整備に向けた「政策提言・要望活動」を、他の機関と「連携」して行うことで、地域の中小企業・小規模事業者を
「重層的・総合的」に支援。 

◆中小企業・小規模事業者支援 
 ・経営支援（巡回、窓口等）、金融（マル経､経営発達支援資金）、記帳指導 
 ・事業計画策定、販路開拓（ビジネス交流、商談会等） 
 ・創業、第二創業、事業再生、事業承継支援、経営安定特別相談 
 ・産官学連携、農工連携、医工連携 
 ・中小企業のＩＴ化導入・活用支援、海外展開支援 
 ・企業・従業員表彰、労働保険事務組合、ビジネスコンテスト 
 ・検定事業、ジョブ・カード、職業紹介・インターンシップ事業 
 ・原産地証明書発給（特恵、非特恵） 
 ・共済、団体保険（ビジネス総合、業務災害、国内・海外ＰＬ保険等）、 
 ・省エネ、節電支援（省エネ診断、相談等） 
◆国の支援制度の実施 
 ・再生支援協議会（47カ所中31カ所は商工会議所に設置） 
 ・事業引継ぎ支援センター（47カ所中31カ所は商工会議所に設置） 
 ・地域プラットフォーム（延べ478カ所）、認定支援機関（369カ所） 

◆民間経済外交（経済ミッション、二国間・多国間経済委員会） 

～経営支援＋交流・マッチング促進など各種事業の組合せ～ 
改正小規模支援法（平成26年）において、小

規模事業者の経営と表裏一体である「地域経
済活性化」を明確に位置づけ 
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経済団体・
支援機関 

金融機関 
保証協会 

商工業者 
（大・中小・小規模企業） 

農林漁業者・団体 

ワンストップ相談窓口 

②商工会議所：中小企業・小規模事業者支援  ＝「個社支援」＝ 

行政 

研究機関 
大学等 

消費者・ 
地域住民 

商工会議所 

伴走・ハンズオン
支援 

連携 

日頃から気軽に相談できる 
「かかりつけ医」 
 （一次対応機関） 
困ったときの「駆け込み寺」 

＜年間167万件の利用＞ 

・ステージごとに異
なる悩みを、丁寧
にヒアリング 

ナビゲーター 

コーディネーター 

・課題や課題解決への道筋を提示
し、直接支援 

・必要に応じ、専門家・関係機関と
連携、課題解決までフォロー 事業計画の策定から、そ

の実行支援までを 
 「伴走支援」 

専門家 
 ・地域の士業団体 
 ・都道府県事業の専門家 
 ・ミラサポの専門家､よろず支援拠

点(国の事業) 
 ・中小企業基盤整備機構 
 ・信用保証協会 等 

創業・第二創業 

事業のさらなる成長 
• 経営革新､地域資源活用等 

 

• 経営分析、経営計画策定・実行、市場
調査、販路開拓等による売上アップに
向けた支援 

経営の安定 
（ＢＣＰ・事業再生 
事業承継等） 

（時間軸） 

（
ス
テ
ー
ジ
） 事業の成長・安定 

（記帳指導・税務指導・金融
支援等）   

改正小規模支援法（平成26年）において、「経

営改善普及事業」の中で「経営発達支援事
業」を位置づけ、重点的に実施 

中小企業・小規模事業者 

 困っている中小企業・小規模事業者が、まず気軽に相談する「かかりつけ医」が商工会議所 
（⇒ワンストップ相談窓口） 

 中小企業・小規模事業者のステージに応じ、課題解決を｢伴走支援｣するのが商工会議所 
（⇒伴走・ハンズオン支援） 

＜参考＞地域プラットフォーム 
145連携体に4,217機関（商工会議所478カ
所含む)が参画する支援機関の連携体 
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事業者の 
経営課題に対する意識と行動 

【③個別支援】 
・個別相談、専門家派遣等により、解決
策の明確化、実行まで、伴走支援 
・解決策の実行に適した施策（国・都道
府県・市区町の施策等）を紹介し、申
請・活用を支援 

【②合同支援】 
・経営課題や施策に対応したセミナー・
相談会等を開催 

 

【①情報発信】 
・巡回・窓口相談を通じ、あるいは会報・
ＨＰ等により、セミナー・相談会、施策情
報（国・都道府県・市区町村）を発信 

商工会議所の経営支援 
※必要に応じ、地域の関係機関と連携 

②商工会議所：中小企業・小規模事業者支援（個社支援）の考え方 

 
 
 
 

事
業
者
の
意
識
・意
欲
の
引
き
上
げ 

危機意識が薄い 

漠然とした危機感 

危機感はあるが課題が不明確 

課題は明確だが解決アクションがない 

自ら課題・解決策を考え行動 

具体的な課題・解決
策を明確にする 

自らの経営課題に対
する「気づき・意識改
革」を促す 

施策のマッチング 

「気づき」のきっ
かけを提供 

 経営課題の解決や事業の発展には、事業者自身が「気づき」「考え」「行動」することが不可欠。また、その大き
な「きっかけ」となる、経営支援の強力なツールとして、補助金等施策を周知し、活用を支援。 

 限られたマンパワーや予算の中で、事業者の意識・意欲を引き上げ、課題解決や必要な施策とのマッチングを
促すため、①情報発信、②合同支援（セミナー等）、③個別支援により、 「効果的・効率的」に、経営支援に取り
組んでいる。 

12 



根拠法 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号） 
     中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号） 
設 立 昭和３１年４月１０日 
所在地 東京都中央区新川1-26-19 全中・全味ビル（電話03-3523-4901） 

 
組織率６８．８％    

 中央会加入組合所属員数 約２６２．２万人         
  全国の中小企業者数    約３８０．９万人 

全国中小企業団体中央会  
（指導員３１人、職員５人） 

会員数 27,967 組合等 

全国組合 226組合 全国商工団体 59組合   
都道府県中小企業団体中央会 47中央会     

事業協同組合         20,282 組合 
事業協同小組合          3 組合 
信用協同組合            107 組合 
企業組合              970組合 
商工組合                921組合 
協業組合                533 組合 
商店街振興組合          837 組合 
生活衛生同業組合        132 組合 
各組合の連合会          442連合会 
その他          3,740 団体 

会員数 422組合等 

（注1）会員数：平成２９年3月3１日現在、指導員職員数：平成２９年４月１日現在 
（注2）中小企業者数は「平成２６年経済センサス－活動調査」より 

  中   小   企   業   者  
（中央会加入組合の所属員数 約２６２．２万人） 

 
４７都道府県中小企業団体中央会  
（指導員８１１人、職員１２５人） 

 

③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会：中小企業団体中央会概要 

中小企業の振興を使命とし、中小企業団体の組織に関する法律及び中小

企業等協同組合法に基づいて設立された特別民間法人です。 

 

製造業、商業、サービス業など全国約２万８千超の中小企業組合等を構成

メンバーとし、組合等の傘下企業数では２６２万企業が参画する、我が国企

業の９９．７％を占める中小企業３８０万企業の６８．８％を組織しています。 

中小企業連携組織支援のための専門機関として、中小企業者が相互

にその経営資源を補完することに資するため、中小企業者の交流又は連

携の推進、中小企業者の事業の共同化のための組織の整備、中小企業者

が共同して行う事業の助成など、中小企業組合及びその他の中小企業連

携組織並びに都道府県中小企業団体中央会の健全な発達を図るために必

要な事業を行うことを任務としています。 

指導員・職員が組合等を訪問し、業界等が抱える課題や問題の相談に応

じるほか、各種助成事業の実施、講習会・研究会等の開催、ホームペー

ジや機関誌（紙）等を活用した各種施策の周知・連絡等の支援・活動を

行っています。また、中小企業連携組織に関する調査・研究を行い、中

小企業振興への提言や中小企業施策実現のための建議・要望などを行っ

ています。 

 

全国中小企業団体中央会は、都道府県中小企業団体中央会及び

全国地区団体の指導連絡機関です。 13 



①概 要 

２．相談・指導員数 811人 （平成29年4月1日現在） 
３．相談件数（平成27年度） 
  （一般）窓口相談  204,981件  巡回相談  214,983件 
  （ものづくり）相談件数   32,473件 … ものづくり補助金に関する中小企業への対応  

１．相談窓口        ４８ヶ所 （４７都道府県＋全国） 

②特 徴 
中央会の主な目的    

経営資源に乏しい中小企業が、競争力の図るために連携･組織化･集積を推進し、その強固な連携、
団結によって、共同事業を実施することによって、中小企業の持続的発展を実現する。  

中央会の主な支援 
＊＊＊組合等連携組織を通じた中小企業への支援（力の発揮の増幅）＊＊＊ 

○課題解決を図るための組織の設立･運営支援、業種所管課からの情報を提供 
○複数企業群の創業、業種間の連携、異業種の連携や任意グループの発掘と組成  
※課題１．経営者の高齢化の進む中、組合員の世代交代や新規加入が必要 
※課題２．重点的に実施したい事業として、過半数を超える組合が「情報収集･収集事業」と回
答。        
        現状の打開を図るイノベーションに必要な情報を求めているのでは 
        ないか 組合によるＩＴの活用による情報提供力の強化が課題 

③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会：中小企業団体中央会支援の特徴 
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全国中央会 
支援内容 

全国中央会は、中小企業組合をはじめとする連携組織を通じて、中小企業の発展を支援する団体です。そのため、都道府県中央会や全国団体に対し様々な支援を行っています。 

中小企業及び中小企業連携組織に関
連する情報を、様々な媒体を通じて、会
員及び関係機関に提供しています。 

政府、政党、関係機関に対し、中
小企業及び中小企業連携組織対
策に関する建議・陳情・請願を行
い、施策に反映されるよう努めて
います。 

関係団
体支援 

助成
事業 

人材
育成 

政策
提言 

情報
提供 

相談
交流 

組合に関する図書の編集・発行、会員
団体及び所属員企業のための各種保
険制度の提供等を行っています。  

調査
研究 

中小企業及び中小企業連携組織
の実態を的確に把握し、適正な対
策を樹立するため、各種の調査・
研究を行っています。 

組合運営や組合を通じての中小企
業の問題に常時対応するとともに、
直接会員を訪問して相談に応じて
います。 

 「全国官公需適格組合受注確保協議

会」「全国レディース中央会」「全国青
年中央会」等の活動を支援しています。 

中小企業者等が単独では解決
が困難な課題について、中小
企業組合等を通じて、これを改
善する取組みに対して助成し
ています。 

都道府県中央会の指導員や
全国団体の役職員等に対し、
職務遂行に必要な知識・技法
等を習得するとともに、問題解
決能力等の一層の向上を図る
ための支援を行っています。 

その他 

③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会：中小企業団体中央会支援の内容 

15 



１．ＰＤＣＡ（総論） 
    
Ｐ 重点事業･事業計画の策定⇒総会で決議 
Ｄ  事業計画等に基づく助成事業、政府指定事業、会員サービス事業、一般事業の実施 
Ｃ 事業計画等の遂行状況等につき、事務局代表者会議、理事会、監事会、総会等で 
   事業報告（報告書等の作成） 
Ａ チェック（評価・意見）に基づき 事業計画の見直し・再検討新規事業の検討  

支援結果の状況等個別に報告は行うものの、改善･実行までの明確なＰＤＣＡサイクルが十分に
回っているとは言えない。（当面の課題） 

２．人材育成（研修体系の見直し） 
 都道府県中央会指導員向けの研修について、各部署による企画・運営を行ってきたが、平成28年
度から、研修企画部門の一元化を図り、「人材育成部」において、すべての研修を一元管理。また、
全国中央会内に設置された「研修企画委員会」等において、研修の効果を踏まえた研修企画のブラッ
シュアップを行っている。    
  
３．助成事業（事業内容・運営の見直し） 
 中小企業及び中小企業組合等に対する助成事業については、助成先に対するヒアリングとアンケートを通じて実
施状況や実施後の成果等を把握。その結果を元に、学識経験者等による委員会で事業のブラッシュアップを行って
いる。 

③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会：中小企業団体中央会ＰＤＣＡ・人材育成 

16 



③中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会：商店街振興組合連合会概要 

17 

１．根拠法 
  商店街振興組合法 
２．創設の趣旨 
   商店街振興組合は、商店街の事業者の事業の健全な発展に寄与し、あわせて公共の福祉の増進に努めることを目的とす

る。連合会は、各振興組合に対する指導及び連絡事業、共同経済事業等を行う。 
３．根拠規定 
 商店街振興組合連合会の目的（法第１条）、  商店街振興組合連合会の事業（法第１９条） 
４．拠点数 
 ４７拠点（都道府県商店街振興組合連合会） 

商店街振興組合連合会 

④中小企業支援センター ※ 各県によって呼称は異なる。（例：●●県産業振興センター） 

１．根拠法 
  中小企業支援法 
２．創設の趣旨 
   都道府県が対応できない事業の効率的な実施。 
３．根拠規定 
   中小企業者が行う電子計算機を利用して行う事業活動に関する経営診断等の高度の専門的な知識及び経験を必要とするた  
  め都道府県が自ら行うことが困難な経営診断等を行う事業（法第７条） 
４．拠点数 
  ４７都道府県＋１３政令市 

【参考】（株）全国商店街支援センター 
商店街再生・活性化に係る多様な専門人材の活用などを通じて商店街支援のノウハウを結集させ、人材育成や支援人材の派遣に
よるハンズオン支援やノウハウの提供を行うため平成21年4月に設立された支援実践組織。 



⑤よろず支援拠点：概要 
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１．中小企業・小規模事業者に対し、一歩踏み込んだ専門的な助言を行うワンストップ相談窓口。 
  （各都道府県の中小企業支援センター等に設置）            
 【具体的事業】 

①どこに相談すべきかわからない事業者が電話や訪問で気軽に相談できる窓口 
②売上拡大等のための解決策を提案 
 （新商品のアイデア、パッケージなどの新デザイン、インターネット販売立ち上げなど） 
③経営改善策を提案し、行動に移すための専門家チームを編成して派遣 
 （企業OB、弁護士など） 

２．国が選定した拠点の統括役を担う「チーフコーディネーター」と、相談対応を専門的に行う「コーディネー
ター」を配置。専門分野は経営コンサルティングに加え、ITやデザイン、知的財産など（平成２９年５月
１日現在で計６３０名）。 

背  景 

 複数の支援機関が存在することで、中小企業・小規模事業者からは、どこに相談すればいいのか分からな
いという声が多い。 

 そこに行けば適切な相談機関につなげる、売上拡大など高度な経営相談に対応できる相談機関が必要。 

「よろず支援拠点」を設置（平成２６年６月～） 



⑤よろず支援拠点：事業実績（平成２８年度） 
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○相談対応件数は約１９万件（対前年度約１．４倍増）。 
○相談内容は、よろず支援拠点のモデルとしている「売上拡大」が６９．３％、「経営改善・事業再生」が

１６．２％となっている。 

＜相談内容（分野別内訳）＞ 

売上拡大 
69.3％ 

経営改善・事

業再生 
16.2％ 

創業 
12.1％ 

事業承継 
1.8％ 

廃業 
0.3％ 

その他 
0.3％ 



⑤よろず支援拠点：相談事業者からの評価等 
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直接 
60% 

紹介 
40% 満足 

53% 
やや満

足 
34% 

やや不

満 
9% 

不満 
4% 

●支援の満足度は高い（８７％） 
【よろず支援拠点を紹介した機関】 【訪問方法】 

●金融機関、商工会・商工会議所からの紹介が多い。 

※本年4月～8月によろず支援拠点を利用した事業者を対象。回答率29.6%（5,897者／19,879者） 

理解できた 
96% 

理解できな

い 
4% 

●多くの者が提案を理解し、提案を実行（６２％）。多くの事業者が成果があったと感じている（５９％） 

うち、提案を実行
した者は62% 成果があっ

た 
59% なかった 

9% 

判断できな

い 
32% 

【提案を実行したことによる成果】 
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次世代経営者塾「Shizuginship」 

平成19年4月に発足し、会員に研鑽と交流の｢場｣を提供 

【会員数】平成28年12月末／796社、1,188名 
【平成28年度第3四半期の活動実績】（会員参加人数 のべ1,154人） 

静岡県を代表する企業がサポートカンパニーとして参画、運営面では、講師派

遣や視察受入等、地域一体となった後継者育成に取り組んでいる 

ビジネスマッチング 

販路拡大などを通じた取引先企業の業容拡大支援 

平成18年2月から農林 

  水産業者、食品加工業者 

  と仕入企業との商談会 

  ｢しずぎん@gricom｣ 

  を定期的に開催 

ものづくり系ビジネスマッ

チング業者のリンカーズ株

式会社と新たに業務提携 

経営改善・事業再生支援 

事業再生計画の作成や外部機関との連携、事業再生ファンドなど
の活用により再生を支援 

内容 開催実績 

セミナー（著名な経営者や専門家による講演会） 10回 

ゼミナール（テーマ別に連続開催する講座） 
 ・エグゼクティブプログラム 
 ・ミドルマネジメントプログラム 
 ・ベーシックプログラム 

全28回 

   2回 
   12回 
   14回 

ビジネスマッチング、経営改善・事業再生支援、次世代経営者塾「Shizuginship」を3つの柱とした地域密着
型金融の展開により、取引先とのリレーションを強化 

【取組実績の推移】 

【成約件数の推移】 （件、億円） 

（件） 

静岡銀行 

Shizuginship会員 

アドバイザリーボード 

各種イベント・ 
セミナー 

Webによる 
情報提供 

要望 

意見 

連携 

サポートカンパニー 
会員より選

出 

〔静岡県内の代表的な企業〕 地域企業からの 
賛同と積極的な支援 

次世代経営者育成 

会員同士の人脈形成 

【Shizuginshipの運営体制】 

活動のサポート 

次世代を担う若手経営者の経営資質向上を支援し、当該企業ならびに静岡県
経済の発展に貢献することを目的とした会員制サービス   

4,932
4,360

3,9533,589

5,965

3,961

575665419 487 582597

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

成約実績

17
15

14
711

17

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

取組対象企業数 うち支援完了件数

58 
62 

55 

65 69 

□融資金額 

59 

平成17年度以降の取組みで約

190社の「事業再生」を完了 

   

地域の雇用約17千人を確保し、

地域経済の活力を維持 

第3四半期 

第3四半期 
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⑥金融機関（静岡銀行） 



  地域密着型金融への取組み ～成長分野、業態転換支援等～ 

成長・未開拓分野への取組み 

医療・介護を中心とした成長分野では、各分野に専門人材を配置して取組みを強化 
（28年度第3四半期 成長分野融資実績1,160億円） 
 

業態転換・廃業支援 

補助金への取組み 

医
療
・
介
護 

環
境 

農
業 

事
業
承
継 

｢医療経営士｣や｢介護福祉経営士｣の資格を持つ 
専担者6名を配置 

開業支援や介護分野への参入支援 

省エネ設備の導入支援による資金需要の創造 
再生可能エネルギー関連の設備投資支援 

静岡県の産物をバイヤーに紹介する 
 『しずぎん＠gricom』を定期的に開催 
「農業経営アドバイザー」14名を配置 

次世代経営者塾「Shizuginship」による 
 後継者育成支援 
株式移転からM&Aまで幅広く事業承継を支援 

(28年度第3四半期M&A成約実績：17件) 

創業・新事業進出支援への取組み 

「しずぎん起業家大賞」 
 
 ・計4回実施：応募559先から27先を表彰 
 ・平成27年度(第4回)は、創業準備段階から創業5年未満の先を 

  対象とした「起業家部門」を新設して実施 
 
 ・過去の受賞先27先への金融支援実績 

  新規融資：61件/1,338百万円    投資：7件/159百万円 
 

965件 
588億円 

192件 
226億円 

228件 
139億円 

176件 
207億円 

【合計】 
1,561件 

1,160億円 

※融資実績の件数･金額は長期資金のみ計上 

28年度第3四半期 
融資実績 ※ 

転・廃業支援は地域経済の安定化に資すると判断し、支援体制を整備 
【本部】 

 ・地区担当管理職が営業店からの相談および支援要請に対応 

 ・支援要請については、専門家を活用したハンズオン支援を実施 

【営業店】 

 ・転・廃業支援担当役席を任命(旧:金融円滑化担当役席) 

 ・転・廃業支援案件の進捗状況等を確認 

 ・本部のアドバイス等に基づき、営業店担当者に適切な指示・フォロー 

アドバイス

ハンズオン支援

地区担当管理職

取引先

担当者 担当者

営業店

報告

相談・アドバイス・支援

本部

再生支援担当部署

専門家

紹介

相談転・廃業支援担当役席

(案件の進捗状況管理)

[平成28年度第3四半期までの累計実績] 
 取組み件数67件 
 完了件数27件（うち転業支援完了8件、廃業支援完了19件） 

「ものづくり補助金」 
 ・3年連続で民間金融機関トップの採択件数 
  （金融機関全体としては商工中金に次ぐ2位） 
 ・直近の平成27年度補正予算1次募集、2次募集 

採択件数合計105件 
    
「経営革新支援」 
 ・経営革新計画承認件数 51件 
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⑥金融機関（静岡銀行） 



⑥金融機関（多摩信用金庫） 

創業支援の取り組みについて 

【創業支援の概要】 

○新たな事業者を創出し、地域活性化を図るため、

創業支援に注力している。 

○そのため、基礎自治体や地域の中間支援機関と連

携し、潜在的な創業希望者の掘り起こしから創業後

のフォローアップを連携して実施している。 

 

【創業支援ネットワーク】 

○平成25年度に創業支援センターTAMAを設置。50団

体の中間支援機関と連携し、創業者支援を実施して

いる。 

○また、基礎自治体担

当者や中間支援機関と

定期的に情報交換会を

実施している。 

国の施策の活用について 

【産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画】 

○多摩地域では、25自治体（H28年末現在）が認定

を受けており、そのうち21自治体の創業支援事業計

画に当金庫が参画している。 

○具体的には、自治体と協働で創業者向けセミナー

や創業塾、各自治体へ出張しての個別相談会等の創

業支援を実施している。 

（多摩地域の認定状況） 

23 



創業支援 事業承継
支 援 

成長支援 

⑥金融機関（多摩信用金庫） 

＜専門家派遣 課題別実施状況＞ 

（平成27年度：ミラサポ、課題解決プラットフォームTAMAより） 24 



⑥金融機関（多摩信用金庫） 

【中小企業再生支援協議会】 

○重点的に再生支援が必要としている先をピック

アップし、必要に応じて、協議会を活用している。 

○特に返済条件の変更が他金融機関に跨るケースの

場合は、協議会を通じて調整を実施している。 

 

【経営改善策定支援事業】 

○事業者の顧問税理士との連携や課題解決プラット

フォームTAMA等の専門家ネットワークを活用し、支

援を実施している。 

 

【内部体制】 

○営業店支援部再生支援担当と営業店にて、

未保全額が大きい経営改善・事業再生支援が

必要な先に対応している。 

○全体で再生支援に取組み、また、研修を通

じて人財の育成も行っている。 

【具体的取組】 

○経営改善計画書策定支援やトップライン改

善支援等様々な支援を行っている。 

○また、事業再生支援に長けた外部専門家や

政府系金融機関、信用保証協会、再生支援機

関などと連携し、個社別に支援スキームを構

築している。 

【事業性評価】 

○事業性評価シートの制定や地域経済活性化

支援機構の特定専門家派遣事業を活用し、事

業性評価に取組んでいる。 

経営改善の取り組みについて 

25年度 26年度 27年度 
協議会利用件数 60 14 3 
経営改善策定支援        
事業利用件数 23 39 21 

【支援実績】  

国の施策の利用状況について 

25 



⑥金融機関（多摩信用金庫） 

【事業承継支援の概要】 

○多摩地域内の事業所代表者の平均年齢が全国平均

より高く、且つ後継者対策を行っていない事業者が

多いため、事業承継支援に注力している。 

○代表者の年齢や事業者の財務内容等を勘案し、事

業承継課題対象先を4つのランクに分けて、ランク

に応じて必要な支援を実施している。 

ｖ 

【具体的支援について】 

○事業承継に係る情報提供については、事業

承継セミナーや事業承継サロンを行い、事業

承継の啓蒙を図っている。 

事業承継支援の取り組みについて 

（事業承継支援スキーム図） 

○後継者教育支援につい

ては、「TAMA NEXTリー

ダープログラム」を実施

し、計132名が卒業した

（現在9期まで終了）。 

○事業承継準備・廃業

に向けた支援について

は、「事業承継ノー

ト」、「ハッピーリタ

イヤノート」を作成

し、事業者に意識付け

を促している。 26 



⑥金融機関（その他） 

１．根拠法 
  信用保証協会法 

２．創設の趣旨 
   中小企業者等が銀行その他の金

融機関から貸付等を受けるについてそ
の貸付金等の債務を保証し、中小企
業者等に対する金融の円滑化を図
る。 

3．体制 
  51協会 

信用保証協会 
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１．根拠法 
  株式会社商工組合中央金庫法 

２．創設の趣旨 
  中小企業等協同組合及びその他主と

して中小規模の事業者を構成員とする
団体及びその構成員に対する金融の
円滑化を図るために必要な業務を営む
ことを目的とする株式会社 

 
３．店舗数 
  本店(1)＋店舗(99） 

１．根拠法 
  株式会社日本政策金融公庫法 

２．創設の趣旨 
  一般の金融機関が行う金融を補完す

ることを旨としつつ、中小企業者の資金
調達を支援するための金融の機能を担
う。 

３．店舗数 
  本店＋支店（152） 

商工組合中央金庫 日本政策金融公庫 



⑦士業等専門家 

１．根拠法 
  中小企業支援法 

２．創設の趣旨 
   中小企業の経営資

源の確保を支援 

３．根拠規定 
  中小企業者の経営診
断の業務に従事する者
であって試験その他の  
条件に適合し、登録簿
に登録されたもの。 

  （法第１１条） 

４．体制 
  24,606人 

中小企業診断士※ 

※ 通称。 
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税理士 

１．根拠法 
  税理士法 

２．創設の趣旨 
  税務に関する専門家とし

て、独立した公正な立場
において、申告納税制度
の理念にそって、納税義務
者の信頼にこたえ、租税に
関する法令に規定された
納税義務の適正な実現を
図ること（法第１条）。 

４．体制 
 76,493人 

３．主要機能 
  財務支援、経営支援、金

融支援、税制支援。約８
割の税理士・税理士法人
が認定経営革新等支援
機関業務も実施。  

公認会計士 

１．根拠法 
  公認会計士法 
２．創設の趣旨 
  監査及び会計の専門家と

して、独立した立場において、
財務書類その他の財務に
関する情報の信頼性を確
保することにより、会社等の
公正な事業活動、投資者
及び債権者の保護等を図り、
もつて国民経済の健全な発
展に寄与すること（法第１
条）。 

４．体制 
 35,503人 

３．主要機能 
  会計及び監査の唯一の専

門家として財務、経営、金
融、税務（公認会計士は
税理士登録により税務業務
を実施）海外展開支援等
を、創業から成長、M&A・事
業承継、再生・廃業まで企
業の全てのライフステージにお
いて支援を実施。 

 

弁護士 

１．根拠法 
 弁護士法 

２．創設の趣旨 
  基本的人権を擁護し、社

会正義を実現すること（法
第１条）。 

４．体制 
 39,011人 

３．主要機能 
  他の中小企業支援機関と

連携しながら様々な施策を
立案・実行する「ひまわり中
小企業センター」を設置、セ
ミナーや無料相談回を開催。  



⑧認定経営革新等支援機関 
１．中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（現 中小企業等経営強化法）の一部改正により、本制

度を措置（平成２４年８月３０日施行） 
２．認定基準 
 ①税務、金融及び財務に関する専門的な知識を有していること。 
 ②法定業務（経営革新等支援業務）に係る１年以上の実務経験を含む３年以上の実務経験を有していること。 
 ③業務を継続的に実施するために必要な組織体制及び事業基盤を有していること。 

主務大臣 

認定 申請 

中
小
企 
業 
等 

  中小企業等に 
  対する支援措置 

（支援事業） 
経営状況の分析、事業計画策定 
及び実施に係る指導・助言 等 

認定経営革新等
支援機関の関与
を要件とする各種
支援施策 

 

 
   認定経営革新等支援機関 
 
（既存の中小企業支援者 
金融機関、税理士・税理士法人・弁
護士・公認会計士等） 
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【認定経営革新等支援機関が得意とする支援分野】 

※本認定数には、商工会単会や、金融機関等の支店等の数は含まれていないが、例えば、商工会は47都道府県商工会連合会を認定することで、全商工会を
認定支援機関としての体制に含めており、また、金融機関についても同様に、本店を認定することで、各支店を認定支援機関としての体制に含めている 。 

【認定状況】（平成２９年３月） 
税理士 税理士 

法人 
公認 
会計士 

監査 
法人 

弁護士 弁護士 
法人 

商工会 商工 
会議所 

中小企 
業団体 
中央会 

中小 
企業 
診断 
士 

民間コン 
サルティン 
グ会社 

その他 金融 
機関 

合計 

17,722 2,203 2,047 67 1,484 92 47 374 43 507 575 397 487  26,045 



⑨中小企業基盤整備機構 
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１．根拠法 
  独立行政法人中小企業基盤整備
機構法 

２．創設の趣旨 
   中小企業者その他の事業者の事業

活動に必要な助言、研修、資金の貸
付け、出資、助成及び債務の保証、
施設の整備、共済制度の運営等の事
業を実施し、中小企業等の事業活動
の活性化のための基盤を整備する。 

４．拠点数 
 本部＋全国９カ所 

３．根拠規定（相談業務等） 
   都道府県が行う中小企業支援事

業に関し必要な協力を行い、中小企
業の事業活動に関し必要な助言を行
う等（法１５条） 

○平成２９年度は、東日本大震災・熊本地震の復興支援、中小企業・小規模  
 事業者の海外展開支援、機構ファンドの組成促進、事業承継・事業再生・経 
 営改善の支援及び小規模事業者の持続的発展支援のほか、国の政策展開へ 
 の着実な対応として、中小企業・小規模事業者の経営力・生産性向上支援や 
 中小企業大学校の機能強化を重点的な業務として取り組んでいる。 
 
○事業承継・事業再生・経営改善の支援及び小規模事業者の持続的発展支 
 援の一環として、①中小企業再生支援全国本部、②中小企業事業引継ぎ支 
 援全国本部、③よろず支援拠点全国本部の３つの全国本部を設置し、各都道 
 府県に設置されたそれぞれの協議会や支援拠点の活動支援を実施している。 
 
○中小企業・小規模事業者の経営課題は多種多様であり、各拠点が相互に相 
 談案件の紹介や情報交換等を行っていくことは、支援ニーズに即応しつつ切れ目 
 のない支援を継続していくうえで不可欠であることから、機構が３つの全国本部間 
 での情報交換を進めながら相互の連携を強化していくことで、連携を促進し、地  
 域における支援活動がより効率化できるようサポートを行うこととしている。 

５．役割   
 平成１６年に設立された独立行政法人であり、全国９ヵ所の地域本部を
最前線に、中小企業施策の総合的な実施機関として以下の２つの役割を
担っている。 
①創業から企業の成長・発展、事業再生までを総合的に支援する役割 
②地域の商工会、商工会議所等の中小企業支援機関、地域金融機関、 
 中小企業経営力強化支援法に基づく認定経営革新等支援機関等の支 
 援機能及び能力の向上・強化を支援する役割 
６．事業の特徴   



○地域の経済活力や雇用確保の担い手である中小企業の再生を支援するため、平成15年に各都道
府県に「中小企業再生支援協議会」を設置。事業再生に向けた相談・助言、再生計画の策定支援等
を実施。 
 

○再生支援協議会の活動を支援するため、平成19年に「中小企業再生支援全国本部」を設置。専門
家向けの実務研修の実施や協議会への助言等により、中小企業の事業再生を支援。 

⑩中小企業再生支援協議会：事業概要 

アドバイス・ 
計画策定支援 

 
【役割】 
 ①専門家向けの実務研修等の実施や協議  
   会への助言等による活動支援 
 ②高度な案件に関する外部専門家の派遣 
 ③各協議会の活動把握及び評価 
 
【専門家体制】 
 ・プロジェクトマネージャー：２４名 

中小企業再生支援全国本部 
（中小機構） 

【役割】 
 ①事業再生に向けた相談助言 
 ②専門家チーム等による再生計画策定支援 
 ③債権放棄、ＤＥＳ、ＤＤＳ等の抜本再生支援 
 
 
【専門家体制】 
 ・プロジェクトマネージャー：４７名 
 ・サブマネージャー：２４６名 

再生支援協議会 
（各都道府県） 

中
小
企
業 
・ 
小
規
模
事
業
者 

相談 

中小企業庁
金融課 

連携 
経済産業局 

委託契約に係る 
相談・報告 等 

金融庁 

業務運営等に係る
情報共有 

中小企業事業
引継ぎ支援 
全国本部 

商工団体 
全国組織 

連携 

地域金融 
機関 

よろず支援拠
点 

商工会議所・
商工会 

事業引継ぎ支
援 

センター 

よろず支援拠
点全国 
本部 

士業団体 
全国組織 

連携 
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等 

アドバイザリーボード 
（外部評価者の助言等） 



⑩中小企業再生支援協議会：実績  
○バブル崩壊後の傷んだ日本経済を持続的成長が可能な状態まで回復させる対応策として施行された産
業活力再生特別措置法に基づき、平成１５年より、中小企業の事業再生支援を開始。 
 

○平成２4年度末の中小企業金融円滑化法の期限到来を迎えるにあたり、平成２４年度から２６年
度までの３年間は、政策パッケージへの対応という量的支援に集中。平成２７年度からは、債権放棄等
による抜本的な再生に向け、一層踏み込んだ質の高い事業再生支援への取り組みを強化。 
 

○平成２７年度に計画策定を完了した１，３１９件のうち、抜本再生支援件数は２０１ 
 件と、前３か年（平均１７７．７件）を上回る成果を達成。平成１５年度の事業開始 
 からの累計相談企業数約３．７万社、累計計画策定支援完了件数１万件超、４８．６万人 
 の雇用維持に貢献。 

3,395  2,666  2,798  2,584  2,731  3,164  2,873  1,929  1,741  
3,712  4,128  3,421  

1,748  

3,395  6,061  
8,859  

11,443  
14,174  

17,338  
20,211  

22,140  
23,881  

27,593  

31,721  

35,142  
36,890  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

＜相談企業数＞ 

101  355  438  485  394  332  476  364  255  

1,511  

2,537  2,484  

1,319  101  456  894  1,379  
1,773  2,105  

2,581  2,945  3,200  

4,711  

7,248  

9,732  

11,051  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

＜計画策定完了件数＞ 
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⑩中小企業再生支援協議会：他支援機関との連携事例 

・よろず支援拠点には特に再生案件のつなぎを期待。  
・地域によっては、経産局が中心となって、再生支援協議会とよろず支援拠点等の支援機関との連
携会議を開催し、個別案件の連携支援実績をあげている。 

●連携事例 –よろず支援拠点との連携－ 
 
 
  菓子店A社は、地元食材を利用した洋菓子を開発する等の取り組みを行っていたが、積極的な
営業活動もできず、売上げ低迷が続き、メイン行から協議会に政策パッケージによる経営改善計画
策定支援の要請。 
 
 
 協議会では、経営改善に向けた利益計画、資金計画等の全体計画の策定を支援。併せて、よ
ろず支援拠点と連携し、商品別の売上状況を把握するとともに、パンフレットの自主製作や販促エリ
アを設定したPRの強化など、営業活動のアクションプランを具体化。 
 
  
 協議会支援により、長期借入金をリスケし、財務基盤の安定化を図るとともに、よろず支援拠点
の支援により、売れ筋商品のPR強化や焼き菓子の販売割合増加による生菓子商品の廃棄ロスの
低減など、売上確保と利益率改善に貢献。 
 
 
 
  
  
 

相談のきっかけ 

支援内容 

支援成果 

●連携の状況 
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防医療（経営改善計画策定支援）・ 防医療（経営改善計画策定支援）・ 

防医療（経営改善計画策定支援）・ P 
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防医療（経営改善計画策定支援）・ D 

A C 

（中小企業庁） 
●事業実施方針の作成 

（協議会） 
●一次相談対応 
●再生計画の策定支援 
●抜本再生支援（債権放棄、DES、DDS等） 

（全国本部） 
●各協議会に対する助言・現場支援等 
●専門家派遣 
●セミナー・研修等の実施 
●実務者会合の開催 

（協議会） 
●事業報告書を作成し、自己評価の実施 

（全国本部） 
●活動実績の収集・分析・評価（アンケート調査
等）により、各協議会事業を評価 

（中小企業庁） 
●翌事業年度の事業方針、評価方針に反映 

（協議会） 
●評価結果のフィードバックを受けて、事業改善、
翌事業年度へ反映等 

（全国本部） 
●各協議会への評価に基づく指導・支援 
●経済産業大臣への評価報告 

⑩中小企業再生支援協議会：事業のＰＤＣＡ 

（全国本部） 
●協議会支援に係る事業実施要領の策定 

（協議会） 
●事業方針に基づく事業計画書の作成 
 ・目標設定：再生計画策定支援件数 
        抜本再生支援件数etc.（自主目標） 

●アドバイザリーボードより全国本部事業や協議
会事業及びその評価結果等に対するチェック、提
言等の授受 



⑪事業引継ぎ支援センター：事業概要  

事業引継ぎ支援センター 

登録機関 

①登録民間支援機関 
 ・金融機関や民間仲介業者等がＭ＆Ａをフルサポート 
 
②マッチングコーディネーター（２８年度から新設） 
 ・士業法人等が小規模マッチングに取り組む 
 

事業引継ぎの実現 

 
登録機関に橋渡し
（２次対応） 

 

相談（１次対応） 

事業引継ぎ支援センターの支援スキーム 

 
①よろず支援拠点など 
 ・Ｍ＆Ａ前の磨き上げ（経営改善）等 
②再生支援協議会など 
 ・債務負担の大きい先の抜本再生 
③金融機関・士業・商工会・商工会議所等 
 ・事業承継に関する幅広い相談対応 
 

中小企業支援機関 

譲受企業・譲渡企業 

情報交換・ 
企業紹介 

金融機関等連絡会 

・地域の金融機関等とセンターが定期的に企業情報の
交換やＭ＆Ａに関する情報交換を行う場 
 

センター自ら引継ぎ 
（３次対応） 

        
マッチング以外の業務 

  
①事業承継セミナーの開催  
 ・センター自ら又は支援機関とともに、セミナーを開催。 

②金融機関・士業連絡会の開催 
 ・地域内の金融機関や士業法人等と勉強会や情報交  
 換等を実施（上記「金融連絡会等」）。 

ＤＢに登録 

  閲覧範囲の拡大 
（2８年度から開始） 

○後継者不在の中小企業者等の事業引継ぎを支援するため、平成23年度より事業引継ぎ支援事業を開始。全国の
認定支援機関（商工会議所、産業振興センター等）に「事業引継ぎ支援センター」を設置し、事業承継に関する幅
広い相談対応や、Ｍ＆Ａ等のマッチング等を行う。 

○引継ぎセンターは平成26年度末までに16ヶ所に設置され、平成２８年度までに全国展開を実現。 
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事業引継ぎの専門家 
（金融機関OB、経験のある税理士等） 

統括責任者、統括責任者補佐、 
専門相談員） 



⑪事業引継ぎ支援センター：全国本部の概要  

○「中小企業事業引継ぎ支援全国本部」は、平成26年度に設置され、各引継ぎ支援センターに対する助言等による
支援を通じ、後継者不在の中小企業・小規模事業者の事業引継ぎを促進。 

○また、事業引継ぎ支援データベースを構築し、第三者への事業の引継ぎ等を希望する売り手中小企業と、事業の拡
大や新分野の進出のため事業の譲り受けを希望する買い手企業とのマッチングを支援。 

【事業引継ぎ支援事業に係る支援体制】 

事業引継ぎ支援センター 
（各都道府県） 

 

中小企業事業引継ぎ支援全国本部（中小機構） 
・事業引継ぎ支援センターへの助言等 
・事業引継ぎ支援センターの支援レベル強化のための研修及び 
 情報提供 
・事業引継ぎ支援データベースを活用したマッチング支援 

事業を引き継がせたい 
企業 

事業を引き継ぎたい 
企業 

事業引継ぎ 
の相談 

・譲渡企業及び譲受企業間の 
 仲介支援 
・事業引継ぎ契約成立への支援 

事業引継ぎ 
のアドバイス 

【事業引継ぎ支援データベース】 

民
間
支
援
機
関
等 連携 
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アドバイザリーボード 
（外部評価者の助言等） 



⑪事業引継ぎ支援センター：実績  
○発足以来、約１万５千社の相談に応じ、６７２件の事業引継ぎを実現した。 
○ダイレクトメール・ホームページ経由もしくは公的機関等経由の相談で全体の半数を占める。 
○引継ぎ案件の7割が第三者承継であり、また譲渡企業は従業員数10人以下が約70％を占める。 

出所：中小企業引継ぎ支援全国本部 

相談社数 事業引継ぎ件数 

年度 累計 

平成27年度ルート別相談割合（相談全体） 

平成27年度 事業引継ぎ案件の概要 
事業承継の形態 

従業員数 業種 

第三者
承継 
71% 

従業員
承継 
13% 

親族内
承継 
16% 

１～５名
以下 
43% 

６～１０
名以下 
25% 

１１～２
０名以下 

17% 

２１～ 
１００名

以下 
13% 

１０１～ 
2% 

製造業 
19% 

卸・小売業 
20% 

建設工事業 
11% 

飲食店・宿
泊業 
4% 

運輸業 
2% 

サービス業・
その他 
44% 

譲渡側企業の概要 
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地域の公的
機関 
29% 

DM・HP  
27% 

金融機関 
16% 

セミナー 
6% 

メディア広
告 
4% 

よろず・再協 
2% 

税理士 
2% 

その他 
17% 

994  
1,634  

2,894  

4,924  4,682  

250  
1,244  

2,878  
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防医療（経営改善計画策定支援）・ 防医療（経営改善計画策定支援）・ 

防医療（経営改善計画策定支援）・ P 防医療（経営改善計画策定支援）・ D 

A C 

（中小企業庁） 
●事業実施方針の作成 
（全国本部） 
●評価方針の作成 

（引継ぎセンター） 
●事業計画書の作成 
 ・目標設定：相談件数、成約件数 
 ・目標達成に向けた具体的な取り組み 
  （案件発掘、広報、マッチング等） 

（引継ぎセンター） 
●相談対応 
●登録民間支援機関への橋渡し 
●センターによるマッチング支援 

（全国本部） 
●各センターに対する助言等 
●PM等、データベース研修 
●事業引継ぎ支援データベースの運営 
●全国会議の開催 

（引継ぎセンター） 
●事業報告書を作成し、自己評価の実施 

（全国本部） 
●活動実績の収集・分析・評価 
●外部専門家で構成されるアドバイザリーボード
による事業評価 
・実施状況の把握、評価項目に照らした評価、改
善点の把握 

（中小企業庁） 
●翌事業年度の事業実施方針に反映 

（引継ぎセンター） 
●評価結果のフィードバックを受けて、翌事業年
度の事業計画等に反映 

（全国本部） 
●各センターへの評価に基づく指導・支援 
●経済産業大臣への評価報告 

⑪事業引継ぎ支援センター：事業のＰＤＣＡ 



⑪事業引継ぎ支援センター：事業の評価  

○平成27年度の成約件数は、209件（目標達成率95.9%）に達するとともに、約8割の引継
ぎセンターが定量及び定性の評価水準に達した。 

〔平成27年度  引継ぎセンターの評価項目等〕 
①案件対応に関する事項 （定量） 
 相談件数：4,924件 
 成約件数：  209件（目標218件） 
②目標達成に向けた取組（広報、案件発掘、広域マッチング協力）（定性） 
③引継ぎセンター運営（センター運営、コンプライアンス管理状況）（定性） 
 
〔評価結果〕 （評価はＡ～Ｃまでの3段階） 
・評価水準に達成したのは38引継ぎセンター（Ａ評価11件、Ｂ評価27件） 
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○平成27年度は、相談窓口から引継ぎセンターへ昇格した都道府県が多く、これら新たな引継ぎ
センターの体制強化が今後の課題ではあるものの、全国においてＭ&Ａ支援が行われる環境が
整備された。 

 
○今後は、産業競争力強化法の期限である平成29年度、成約件数の目標1,000件に向けて、

さらなる関係機関との連携、引継ぎセンターの運営体制の構築及び人員体制の強化が必要。 
 また、全国本部は、引き続き、専門家への研修による支援能力の向上をサポート。 
 
 
 
 
 



⑫その他の専門機関 
中小企業投資育成株式会社 
１．根拠法 
  中小企業投資育成株式会社法 
 
 
２．創設の趣旨 
   中小企業の自己資本の充実を

促進するため、中小企業に対する
投資等の事業を行う。 

 
 
３．体制  
   東京、名古屋、大阪（九州支
社） 
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認定連携創業支援事業者 

１．根拠法 
  産業競争力強化法 

２．創設の趣旨 
   創業支援事業計画に基づく、市区

町村単位でのきめ細やかな創業の促
進 

３．根拠規定 
  市区町村が実施する創業支援事業
と連携して創業を支援する事業者 

 （法第１１４条第２項） 

４．創業支援事業計画の認定状況 
  1,058計画（1,195市区町村） 

５．創業支援事業者数 
  3,219者 

下請かけこみ寺 
１．根拠法 
  なし。予算事業 

２．創設の趣旨 
  下請取引の適正化の推進 

３．体制  
 本部＋47カ所（中小企業センター
内） 



⑫その他の専門機関 
知財総合支援窓口 中小企業大学校 ＪＥＴＲＯ 

１．根拠法 
  独立行政法人中小企業基盤整備機
構法 

２．創設の趣旨 
  中小企業支援担当者等の要請及び
研修、並びに中小企業者等に対する経営
方法又は技術に関する研修を行う。 

３．体制  
 ９カ所 

１．根拠法 
  なし。予算事業 

２．創設の趣旨 
  アイデア段階から事業展開までの知
的財産に関するワンストップ相談窓口 

３．体制 
  ４７都道府県（独立行政法

人 工業所有権情報・研修館
が設置） 

１．根拠法 
  独立行政法人日本貿易振興機構法 

２．創設の趣旨 
  貿易の振興に関する事業を総合的 
  かつ効率的に実施する 

３．体制 
  本部(2)＋国内事務所(37） 
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【別添２：第３部関係】 
個別経営課題毎の中小企業支援機関に期待される役割 

40 



イ）創業 
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 地域創業を活発化させる上では、ワンストップ相談窓口を始めとした入口部分の対応で創業希望者の課題を明確
化し、次の段階で適切な支援機関に繋ぐことで、効率的・効果的に課題解決を後押しすることが重要。そのためには、
七尾市のように、支援機関の間で緊密な連携を行う必要がある。 

 他方、現在の創業支援においては、潜在的創業者を掘り起こす取組が不足。福岡市のように、全公立小での起業
家教育や、スタートアップカフェのように創業支援の敷居を低くするような取組を積極的に行っていく必要がある。 

①支援機関の緊密な連携による効率的・効果的な支援 
 七尾市においては、創業支援事業計画に位置付けられた支援機関 

が緊密な連携関係を構築して、各支援機関の専門性を超えて創業者 
の課題を共有することで、最適な支援策を提供し、創業を後押ししている。 

 他方、創業支援事業計画の中には、各支援機関が十分な連携関係を 
構築できていないケースが多く、効率的・効果的な創業支援を行えている 
とは言えない。 

 今後は、支援機関間の連携を促進し、創業支援を質を高める必要がある。 

②潜在的創業者を掘り起こす取組 
 福岡市においては、スタートアップカフェを核として、潜在的創業者の掘り起こし 

に係る取組を市が主導的に実施している。他方、創業支援事業計画に 
位置付けられた支援機関は、市の取組をサポートする形になっている。 

 潜在的創業者の掘り起こしを行っている創業支援事業者は全国的 
にも多くないため、今後は、通常の創業支援に加えて、掘り起こしに係る 
取組も促進していく必要がある。 

 

市区町村 

商工会・ 
商工会議所 民間事業者等 

金融機関 

①課題の共有 

②最適な支援策
の提供 

創業前 

潜在的創業者 

掘り起こし 

従来の創業支援 

創業支援 
事業者 

<参考>中小機構のTIP*S 
全国の中小企業や小規模事業者、起業に関心がある者に対して、新ビジネス創出の
ための「学び」「実践」「気付き」が得られるワークショップや講座、イベントを開催。 



ロ）販路開拓 
 販路開拓支援に関しても、商工会・商工会議所やよろず支援拠点を始めとした公的支援機関が、身近な支援者
として課題の明確化と適切な助言を行うことは重要。 

 他方で、販路拡大（特に海外や、全国レベルへのもの）は、様々な分野で高度に専門的かつ最新の知識が必要
となることから、「動的な情報収集及び分析」能力を有する民間事業者の活用が極めて望ましい。 
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①公的支援機関による課題や事業計画の整理・明確化 

 各企業ごとの課題や事業計画を整理・明確化するため、まず身近な公的支援機関による支援が必要。また、資金面における
公的支援等への繋ぎにおいて強みを発揮し得る。 

 その上で、海外を含む域外への販路開拓等については、中小機構やJETRO等による課題の整理や計画の磨き上げ支援が
有意（展示会等一部ソリューションも）。その際、身近な支援機関からの円滑の繋ぎが重要となる。 

②先進的な民間企業の知見やノウハウの活用 

 海外や、地方レベルを越えた販路開拓・市場開拓にあたっては、物流・商流やマーケティングに係る専門的かつ最新の情報
や分析、販売促進機能を有する民間企業の知見やノウハウを活用することが効果的。 

 具体的には、例えば民間企業の企画・マーケティング担当者の知見・ノウハウを、パートナー制度やナレッジシェアの仕組みを
通じて活用することが考えられ、今後更に検討を深めたい。 

（参考）地域活性化パートナー制度（中小機構） 

新商品・新サービスの事業化を促進するため、百貨店や大手スー
パー、卸問屋、通販事業者をメンバーとした「地域活性化パートナー」
と連携して、中小企業に対して商品開発・販路開拓の支援を行う。 

（参考）ナレッジシェアの仕組み（検討中） 

新事業や販路開拓を検討する中小企業に対して、専門的な知見・
職務経験を有する者を紹介し、支援する。また、その過程で得られた
ナレッジをデータ化してクラウド上で共有することで、類似の課題 
に取り組む者の 
課題解決を促進 
する。 展示会出展の機会 

提供、サポート 
 

マッチング機会の 
提供 

 

テストマーケティング機
会の提供 
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ロ）販路開拓（小規模事業者） 
●小規模事業者には、 
 ① 小規模ゆえに仕事現場を離れられない事業者や、顧問報酬等の支払いが困難な事業者など、様々な制約を抱える事業者 
 ② 新たな取組の第一歩目を踏み出そうとする事業者や、急激な規模拡大を目的としない事業者など、身近なところからの事業展
開を志向する事業者が存在。 

●こうした事業者が、販路開拓をはじめ日々の経営を相談する場合、地理側面や費用負担的側面から、商工会・商工会議所は、
極めて使い勝手のよい相談先と考えられ、支援能力の向上に加え、こうした事業者からの認知度の向上が必要。 

●一方で、事業者の段階に応じて、商工会・商工会議所だけでは解決が困難な専門的課題も存在。こうした課題は、他機関との
協力・橋渡しにより、効果的・効率的に解決していくことが期待される。 

  公的支援機関 
民間支援機関 

（士業、金融機関、コンサルタント、専門家等） 

主な支援対象者 
すべての小規模事業者 

（325万者） 

いわゆるクライアント 
 ・報酬を支払える事業者 
 ・与信がある事業者 
 ・既往債務がある事業者 等 

事業者負担 概ね無料 有料 

存在機関 
（機関数） 

都道府県単位 
（主に県庁所在地） 

よろず支援拠点 
（都道府県あたり１箇所＋α） 

認定支援機関 
（事業者数が多い地域ほど多い） 

市町村単位 
商工会・商工会議所 

（１都道府県あたり平均46か所） 
認定支援機関 

（事業者数が少ない地域ほど少ない） 

地理的・資金的制約がある事業者、急成長を志向しない事業者 
（例）地域で長期間事業を継続している事業者  
     地域住民の一員となっている事業者 
     第一歩目を踏みだそうとする事業者   等 

諸制約が少ない事業者、成長・拡大志向の 
事業者、専門的な課題を抱える事業者 

各支援機関の主な特徴 

事業者の制約・ 
志向・段階に応じて、
協力・橋渡し 



ハ）人材確保 

支援機関 

【ステップ１】 
経営課題や業務を見つめ直す 

【ステップ２】 
求人像や生産性を見つめ直す 

【ステップ３】 
人材募集や職場環境を見つめ直す マッチ

ング 経営課題を 
見つめ直す 

業務を 
見つめ直す 

生産性を 
見つめ直す 

求人像を 
見つめ直す 

人材募集を
見つめ直す 

職場環境を 
見つめ直す 

商工会 経営課題の整
理及び解決策
の提示 
 
よろず支援拠
点・専門家への
つなぎ 

補充すべき業
務の整理 
 
よろず支援拠
点・専門家へ
のつなぎ 

生産性向上策
の提示 
 
よろず支援拠
点・専門家への
つなぎ 

よろず支援
拠点・専門家
へのつなぎ 

よろず支援拠
点・専門家・労
働局へのつな
ぎ 

よろず支援拠点・
専門家・労働局へ
のつなぎ 

他と連
携した
マッチン
グ 
採用ス
キル支
援 

商工会議所 

中央会 

金融機関 

県センター 

よろず支援拠点 
 
※来年度、人材不 
 足対応アドバ イ 
 ザー(仮称)を配置 

経営課題の整
理及び解決策
の提示 
 
プロ人材拠点
へのつなぎ 

補充すべき業
務の整理及び
分析 

生産性向上策
の提示 

求人像の整
理 

自社PR方法の
提示 
 
労働局へのつ
なぎ 

職場環境改善策
の提示 
 
労働局へのつなぎ 

－ 

士業等専門家 

専門家派遣で
経営課題の整
理及び解決策
の提示 

専門家派遣で
補充すべき業
務の整理及び
分析 

専門家派遣で
生産性向上策
の提示 

専門家派遣
で求人像の
整理 

専門家派遣で
自社PR方法の
提示 

専門家派遣で職場
環境改善策の提
示 

－ 

労働局 よろず支援拠点
へのつなぎ 

よろず支援拠
点へのつなぎ 

よろず支援拠
点へのつなぎ 

よろず支援
拠点へのつ
なぎ 

魅力有る求人
内容への改善
策の提示 

職場環境改善策
の提示 他と連

携した
マッチン
グ プロフェッショナ

ル人材戦略拠点 

経営課題の整
理 
よろず支援拠点
へのつなぎ 

補充すべき業
務の整理 

よろず支援拠
点へのつなぎ 

求人像の見
直し 

労働局へのつ
なぎ 労働局へのつなぎ 
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ハ）人材確保 
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 中小企業・小規模事業者はマッチング段階において苦慮。 

 人材不足が深刻化する中において、マッチング段階に至る前に、業務、生産性、求人像
の見つめ直しも踏まえた対応が重要。 

 マッチング段階においては、ハローワークや人材紹介ビジネス等の様々な支援機関が存
在する。 

 以下では、主として潜在労働力の掘り起こしに必要となるマッチング段階に至る前の対応
について、支援機関に期待する役割について記載する。 

  ① 商工会・商工会議所では、人材不足対応に関する相談が増えているが対応が難しく  
なってきている。業務や生産性についての積極的な支援や他の支援機関へのとりつな
ぎが期待される。 

    ② 診断士や社労士等の多様な相談員を擁するよろず支援拠点は、マルチに対応するこ
とが期待される。来年度、「人材不足対応アドバイザー」（仮称）を配置し、経営課
題から対応する人材不足の総合窓口に。 

    ③ 魅力ある求人内容への改善や職場環境整備等については、労働局と連携して対応。 
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IT活用の段階に応じ中小企業が抱える課題は異なり、中小企業にとって身近な経営相談
を行う機関がその能力を高めつつ、ＩＴ支援の専門的な能力のある機関等と連携していくこ
とが必要ではないか。 

ニ）ＩＴ活用 

中小企業（IT導入段階） 
・IT導入の必要性を感じて
いない 

・ITをどう利活用すればよい
かわからない 

・相談先がない 

中小企業（IT活用段階） 
・IT導入しているが効果がで
ない 

・IT導入の人材、知識、資
金が不足 

中小企業（IT躍進段階） 
・IT投資リスクを負っても、
新事業活動等にチャレンジ
したい 

・中小企業でIoTをどのよう
に活用したらよいかわからな
い 

認定支援機関等 
（商工会・商工会議所、
中小企業団体中央会、金
融機関、士業等専門家な
ど） 

よろず支援拠点・
地域プラット
フォーム 

中小機構 
（専門家
派遣、 

中小企業
大学校） 

・経営者等の意識改革 
・IT活用事例の紹介 
・IT専門家・ITベンダー 
 との連携 

・IT相談受付 
・IT導入の助言、指導 
・IT専門家派遣 

・IT相談受付 
・IT専門家派遣 

・IT専門家派遣 

・IT専門家派遣 
・経営者向けIT講習 

ＩＴベンダー 
 （ソフトウェア、  

クラウド事業者等） 
 

IT専門家 
（ITコーディネータ等） 

・支援者向け 
   IT講習 

・認定支援機関等と 
 連携し、中小企業 
 のIT導入を支援 

・支援者向けIT講習 



 中小企業等が企業経営の中で抱えるアイデア段階から事業展開、海外展開までの幅広い知的財産の多様な課題を、ワンストップで
解決する一元的な窓口を平成23年度より47都道府県に設置。 ※28年度より（独）工業所有権情報・研修館(INPIT)へ全面移管 

 平成28年度の相談件数は8.6万件(平成27年度は1年間で7.9万件)。 
   うち、出願に関する相談が最も多く約66％、社内体制が約7％、権利侵害関係が約4％、海外展開が約4％と続いている。 

ホ）知的財産 

中 小 企 業 等 知財総合支援窓口 

連 携 機 関 

INPITの専門相談窓口 

◎よろず支援拠点 
◎中小企業支援機関 
（中小機構、商工会、商工会議所、 
 都道府県の中小企業支援センター、 
 地方農政局、日本規格協会等） 
◎海外展開支援機関（JETRO等） 
◎大学・研究機関 
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解決が困難な高度な知的財産の課題
は、専門家や連携機関と連携して解決 

技術開発の成果を適切に権利化したい 
先行技術調査方法の支援、出願支援 
権利化か・ノウハウ管理か助言 

弁理士による支援 

海外で模倣されているので対処したい 
海外の制度概要・手続方法等を説明 

弁理士・弁護士による支援 

取得した権利をビジネスに活かしたい 中小企業診断士・弁護士等による支援 

地域ブランドの保護について教えて欲しい 
地域団体商標制度について説明 

ブランド・デザイン専門家等による支援 

各種補助金の紹介 
知財に関する支援施策を紹介 

等 

営業秘密・知財戦略相談窓口 
 （営業秘密管理や知財戦略に関する相談） 
海外展開知財支援窓口 
 （海外知的財産プロデューサーによる支援） 
産業財産権相談窓口 
  （特許庁への出願手続等に関する相談） 

商品化支援、契約締結支援 
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 三次、四次などの下請中小・小規模事業者などへの浸透に当たっては、地域の支援機関
との連携が不可欠。 

ヘ）下請取引 

＜事例１．平成28年度価格交渉サポートセミナー＞ 
１．主催：全国中小企業取引振興協会 
２．157回開催 延べ5,119人参加 
  うち地域の支援機関と連携しての開催105回 

＜事例２．啓発ポスター＞ 
6万枚を作成し、全国の支援機関に配布 
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 中小企業庁では、全国に下請Gメンを配置し、年間2,000件以上の下請企業のヒアリ
ングを実施していく。きめ細かな実態把握のため、地域の支援機関には、候補企業の情
報提供や共同実施など、積極的な連携を期待。 

ヘ）下請取引 

＜事例３．下請企業ヒアリングでの連携＞ 
 28年のヒアリングでは、県や市区の中小企業支援センターと連携し、当該地域
の下請事業者のヒアリングも実施。ただし、三次四次下請等の立場の弱い中小企
業は十分に補足しきれていない場合もあり。また、取引上の問題は相談しづらい
案件であり、相談を待つことなく、能動的な働きかけが重要。 



ト）事業承継 

後
継
者
が
い
る 

後
継
者
が
い
な
い 

親
族
内
承
継 

役
員
・
従
業
員
承
継 

Ｍ
＆
Ａ 

廃
業 

相続税の相談 

後継者に対する教育 

承継後の事業見直し 

資金調達（株買取） 

個人保証を外したい 

承継準備を始めたい 

承継前の総点検 

後継者を探したい 

円滑に廃業したい 

債務を整理したい 

経営者の悩み 対応する主な支援機関と支援内容 

商工会・商工会議所、中央会、
金融機関、士業等専門家、よ
ろず支援拠点 等 

税理士 等 

中小企業大学校 等 

金融機関、信用保証協会 等 

金融機関、中小機構 等 

金融機関、再生協、弁護士等 

事業引継ぎセンター 

士業等専門家、商工会・商工
会議所、よろず支援拠点 等 

・承継診断の進め方のアドバイスや専門家の紹介 
※「事業承継ガイドライン」では認定経営革新等支援機関
の取組として規定 

・税法上の株価算定や事業承継税制の活用等、相続
税に関するアドバイス 

・後継者研修の実施 

・経営の可視化、磨き上げ支援 
※「事業承継ガイドライン」では認定経営革新等支援機関
の取組として規定 

・承継時に必要な事業資金の供給 

・経営者保証ガイドラインに基づく対応、相談対応 

・リファイナンス、事業再生支援、特定調停 等 

・Ｍ＆Ａ相談、後継者マッチング 
・「事業引継ぎガイドライン」に基づく対応 

・廃業に向けた手続き等のアドバイス 

商工会・商工会議所、中央会、
士業等専門家、よろず支援拠
点等 

商工会・商工会議所、中央
会、士業等専門家、よろず支
援拠点等 

・後継者による経営革新等に対する支援 
※「事業承継ガイドライン」では認定経営革新等支援機関
の取組として規定 
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株価に関する相談 士業等専門家 等 ・株式譲渡等に係る株価算定等に関するアドバイス 
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チ）商店街振興 
 新たな商店街政策の在り方検討会での御意見を整理すると、商店街に対する
支援は、主に商店街という空間に対するものと、商店街内の個店に対するも
のに分けられる。支援者は、その商店街に必要なものを見極め、空間に対す
る支援と個店に対する支援を効果的に組み合わせることが必要ではないか。 

 また、その商店街の目指すべき姿や規模、ステージを考慮し、商店街が必要
な時に必要な事を選択できるよう客観的な助言を行うことが必要ではない
か。 

新たな商店街政策の在り方検討会においてこれまでにいただいた主な御意見 

強い個店をつくるということを意識
しなければ、商店街がもたなくなっ
てきている。 

代謝が起こっていく商店街が、求め
られる商店街のイメージの一つでは
ないか。 

商店街支援は、場所に付加価値をつ
けていくことが大事ではないか。 

起業や新しいことを起こしていくサ
ポートが、商店街という空間をよみ
がえらせる一つの策になるのではな
いか。 

自分の商店街を分析して課題を洗い
出し、それを克服することに取り組
むことが必要。 

経営的な支援を持ち、消費者に必要
なものが含まれている商業集積にす
ることが必要。 

その商店街に 
必要なものの見極め 

商店街という 
空間に対する 

支援 

商店街の中の 
個店に対する 

支援 

＜主な御意見＞ 

＜主な御意見＞ 
＜主な御意見＞ 
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リ）経営課題が不明確な場合 
 経営課題が明確でない事業者が支援機関を訪れたきっかけが他の支援機関のすすめ等であるこ
とから、経営課題が明確でない事業者も、日頃から様々な支援機関と接点を有していることが分
かる。 

 こうした事業者に対しては、支援機関が経営相談を行うことで、経営課題が明確になり、課題の解
決に繋がることも多い。したがって、事業者は、まずは身近な支援機関に相談してみることが大切
であるとともに、各支援機関は以下のような対応を積極的にとっていくことが期待される。 

  ①相談を受けた際の対応強化 
各支援機関においては、事業者の経営課題の明確化に繋がる相談対応フローを定めるなどして、
経営課題が明確でない事業者が相談に訪れた際の対応体制を一層強化することが必要。 

  ②事業者へのより能動的な対応 
経営課題が明確でない事業者の多くは、日々の業務に追われて支援機関に相談に訪れる時間
も乏しい。そうした事業者と日頃接点を持つ支援機関が自ら能動的に事業者と経営状況につい
て相談することも必要。 

  ③地域の他の支援機関との連携強化 
各支援機関には、それぞれの相談対応における強み、弱みがある。今後は、地域の支援機関の
連携を一層強化し、自らでは対応が難しい場合には放置せず、他の支援機関に適切に繋ぐこと
で、しっかりとこうした事業者の経営課題を明確化し、その解決を図ることが必要。 

  ④準備支援の強化 
さらに、日々、事業者と接点を持つ支援機関や、他の支援機関に案件を繋ぐ支援機関は、事業
者に対し、経営課題を明確化し、本格的な支援を受けることができるよう準備支援を実施するこ
とも必要。 



ヌ）金融機関による経営支援の一層の強化・促進 
  金融機関による中小企業の経営支援・生産性向上に資する経営支援を強化・促進するために、よろず支援拠点等の支援機関による

以下のような機能を充実していくことが重要ではないか。 
（金融機関が経営課題を把握し必要な専門家を活用する場合）①ミラサポ専門家派遣事業の規模・専門家データベース充実 
（金融機関だけでは経営支援をしきれない場合）②問い合わせ・支援依頼の円滑化、③金融機関の依頼に応じた専門家の紹介、④
金融機関の依頼内容にとどまらず、よろず支援拠点が、自ら支援策の提案や課題解決までの進捗管理を行い、その事業者の経営
改善等を実施（必要な場合に専門的支援機関への的確なつなぎ）、⑤経営支援後のモニタリングにおける金融機関との密接な連
携。 

 あわせて、再生支援協議会と事業引継ぎ支援センターによる専門的支援機関同士の連携強化なども重要ではないか。 

(強化・促進策①) 
ミラサポ専門家派遣の事業規模・ 
専門家データベースの充実 
(派遣実績、具体的支援事例等) 

(強化・促進策②) 
問合せ・支援依頼の円滑化 

(強化・促進策③) 
金融機関からの依頼に応じ最適な専門家を紹介 

中小企業再生支援協議会 

事業引継ぎ支援センター 

専門的支援機関 

 事業再生必要先への相談受付・助言 
 外部専門家との連携による再生計画策定支援 

 事業引継ぎに関する助言、情報提供 
 M&A支援 

 （※）専門的支援機関の連携：事業承継・再生を同時に進めるべき案件への取組 

＜直面する課題＞  
金融機関によって状況は異なるが、  
①高難度の課題解決には専門家の支 
 援が必要だが、最適な専門家を見つ 
 けられないことや、十分なコストをかけ 
 られないことが少なくない。  
②体制の問題から、全ての取引先に対 
 してハンズオン支援ができるわけではな 
 い。 

士業等の専門家 

 経営・税務・経理等、特定の経営課題に応じた専門的な
助言を実施 

 公的施策の申請事務等の活用支援 等 

ミラサポ 
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  よろず支援拠点 ※自治体の中小企業
支援センターを含む 
 

 専門的支援機関の紹介 
 高度な案件に対する専門家派遣 
 経営課題に対する総合的・先進的アドバイス 
   e.g. 施策紹介、販路拡大支援、経営改善支援 
 中小企業の最終的な駆け込み相談への対応・つなぎ 

(強化・促進策④) 
金融機関の依頼内容にとどまらず、
よろず支援拠点が、自ら支援策の
提案や課題解決までの進捗管理を
行い、その事業者の経営改善等を
実施（必要に応じて的確に専門的
支援機関につなぐ）。 

 
 
  

 

金融機関 

 経営サポート会議等による金融調整、リスケ先企
業への専門家派遣による経営支援等を実施。 

＜メインバンクが不在の場合＞ 
 ※保証協会利用のリスケ先17万者 

保証協会 

 信用補完制度の見直し等により、事
業性を評価した融資、日頃からの伴走
的な支援による経営課題の的確な把
握、初期対応等が期待される。 

(強化・促進策⑤) 
モニタリングに 
関する密接な 

連携 



【別添３：第４部関係】中小企業支援機関の連携の現状 
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オールふくしま中小企業・小規模事業者経営支援連絡協議会 
【創設経緯】東日本大震災を契機に、県内中小企業支援機関が一丸となって県内中小企業者等の経営支援を行うため創設。 

中小企業者等 

相談 

オールふくしまサポート委員会 

・委員長（県診断協会会長）のほか、福島県よ
ろず支援拠点ＣＯ、弁護士、税理士、公認会計
士、経営者の委員６名で構成。 
→委員長は、連絡協議会で選定（任期１年）。
他の委員は、委員長が公認会計士や中小企業
診断士などの有資格者や経営に精通している専
門家から候補を推薦、連絡協議会で妥当と認め
た者を委員に選定（６名以内、任期１年）。 
・原則、月２回定例会を実施し、地域サポート委
員会から持ち込まれた案件（ホームドクターから地
域サポート委員会に持ち込まれた案件）の支援
方針を検討。 
→委員会を月１～２回程度実施し、委員が一
同に会して議論を行った上で、支援方針を確定。 

地域サポート委員会 

・県地方振興局の７つの所管毎に設置。 
・「世話人」と呼ばれる代表者（東北税理士
会）のほか、補佐（東北税理士会ないし福
島県診断協会）、委員（県診断協会、地域
の商工会・商工会議所指導員、県保証協会
支店長）の計４～５名で構成。 

→東北税理士会福島県支部連合会、中小企
業診断協会、商工団体、福島県信用保証協
会からの推薦に基づき選定（任期１年）。 

・原則、月１回定例会を実施（ホームドクター
からの持ち込み案件の整理）。 

商工会等 金融機関等 税理士等 

ホームドクター 

ホームドクターでは支援方針の判断が難しい 
場合（事業承継・再生、販路拡大、収益 
改善など）、地域サポート委員会に検討依 
頼書送付。 

支援方針（殆どの
ケースでオールふく
しまサポート委員
会で検討）伝達。 

委員会から伝達された支援方針に沿って
支援を実施（ＦＵ含む）。 

支援方針伝達 

経営支援カルテ（対象先概要、
財務内容及び問題点、業績推
移等、金融機関取引状況、窮
境要因・状況、経営課題・支援
要望事項等）（※）を作成し、
決算書と共に送付。 

多くのケースで、福島県よろず支援拠点がホーム
ドクターと共に支援方針を実施。 
【支援実績】 
２７年度３件、２８年度２４件 
（経営課題：売上・利益確保、事業承継） 

（※）検討終了から半年経過後に委員会の保管先からは削除。県経営金融課に保管され、必要に応じて協定締結者（協定書に企業情報等の保護規定有）に公開。 

会長：福島県副知事 
副会長：県産業振興センター理事長 

全体会議 



とっとり企業支援ネットワーク 
【創設経緯】従前から、県内商工団体によりチームで中小企業支援に当たっていた。金融円滑化法終了（H25.3）に備え、金融機関を含めた県内企業支援機
関による、経営、金融面の一体支援を実施する体制（県内全域で随時対応できる個社支援の仕組み）を構築（H24.8）。 

中小企業者等 

とっとり企業ネットワーク 
協定機関 

鳥取・倉吉・米子・境港商工会議所、県商工
会連合会、県中小企業団体中央会 
山陰合同銀行、鳥取銀行、島根銀行、中国
銀行、みずほ銀行、鳥取信用金庫、倉吉信
用金庫、米子信用金庫、日本政策金融公
庫、商工組合中央金庫、県信用保証協会 
県産業技術センター、県産業振興機構、県 

チームリーダーの支援 

いずれかの 
会議に参加 

支援に際して支援機関連携が必要と判断した場合、
候補企業情報（対象企業概要、支援メンバー（想
定）、相談の経緯・内容、問題のポイント、対応方
針等）及び同意書（社内情報の提供、企業情報
及び個人情報の取り扱いに関する同意）を提出。 

鳥取県経営サポートセンター 
・センター長及びコーディネーター２名（以上、金融機関
OB）、事務スタッフの計４名。 
・支援対象企業の経営課題を明確化 
・ネットワーク支援の要／不要の判断 
・「キックオフ会議」（経営課題等の確認・情報共有、支援目
標、役割分担、支援日程等の打合せ）開催し、支援方針の
シナリオ（リスケ、元本据え置き等）を提案 

ネットワークに所属する
支援機関のうち身近
な支援機関に相談 

実施計画書（支援
概要、終了時には企
業の変化、ＦＵ方針
追記）作成・提出 

・個別企業の経営課題に対して関
係機関が一同に会し、経営、金融の
両面から一体支援。 
・連携支援チームによる個社支援、
チームリーダーは進捗管理 
・チームないし関係支援機関による
フォローアップ（FU） 
【経営支援実績】 
・250件（H24～現在累計） 
・経営改善支援が中心 
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西部 

中部 

東部 

圏域別会議 

金融機関に加え、 
よろず支援拠点、コ
ンサル、税理士等 

連携支援チーム 

チームリーダー 
（支援企業所在地の商工団体） 

・自分が所属する圏域別会議か
ら支援チーム編成。チーム編成か
ら支援完了まで、平均３～５回
の会議（企業訪問含む）
（※）を実施。 
・必要に応じて、再生支援協議
会、事業引継ぎ支援センター、よ
ろず支援拠点にも連携要請。 
・必要に応じて、県内の税理士、
診断士、民間コンサルティング会
社に協力要請（案件に応じ、適
切な専門家を派遣）。 

（※）初回で支援方針確定。
数ヶ月～半年後に２回目
（方針実行状況確認等）、
その後は状況に応じて適宜実
施。 

支援機関 
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